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詳しくはお近くのＪＡまでお問い合わせください

2025年４月１日時点

農業経営者（個人・法人）様へ
JAバンク山梨は農業融資商品を数多く取り揃えております

ＪＡバンク山梨

JAクレイン ：0554-20-8807 JA山梨みらい：055-223-9633

JAフルーツ山梨：0553-22-7707 JA南アルプス市：055-283-7118

JAふえふき ：055-267-6577 JA梨北 ：0551-23-0020

農機ハウスローン

農業近代化資金アグリマイティー資金

やまなし
アグリビジネスローン

やまなし農地再生支援資金

JAアグリスーパー資金

やまなし新規就農者応援ローン

詳しくはＪＡ山梨信連食農法人営業部までお問い合わせください
TEL：055-223-3521

農業生産性向上のための農業用機械、
ハウス等を取得する際にお借り入れい
ただけます。

経営改善のための長期で低利な制度資
金です。施設の取得・拡張・設備、農
具購入、長期運転資金など幅広い資金
調達をサポートいたします。

施設の取得・拡張・設備、農具購入か
ら短期の運転資金まで、農業に関する
あらゆるニーズに対応いたします。

農業生産や農産物の加工・流通・販
売等に関する運転資金・設備資金等
の事業性資金に対応いたします。

遊休農地・耕作放棄地を所得・再生す
るための資金のほか、その土地を利用
した農産物の生産に関わる設備資金や
運転資金にも対応いたします。

水田・畑作経営所得安定対策の対象と
なる方に対し、農業経営に必要な資金
を低利で提供する短期の運転資金をサ
ポートいたします。

農機具や農業用資材の購入をはじめ、
住宅取得、農地の取得・改良など、新
規就農後の経営安定化に向けて必要と
なる幅広い資金調達をサポートいたし
ます。
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アグリマイティー資金

0円

詳しくはお近くのＪＡまでお問い合わせください

幅広い運転資金に対応！！

農業経営に必要な資金を

サポートします

保証料負担（一括前払いの場合）

※1※2 ※2※3※4

2025年2月1日～2026年1月31日

（※1）当初3年間の借入金利（固定金利）＝ 店頭表示金利 ー各ＪＡの軽減条件に応じた軽減率 ーＪＡバンク・ＪＡバンク山梨の利子

補給率≧ 0.6%（下限利率）

（※2）本利子補給および本保証料助成事業の予算枠等の状況に応じて、利息部分あるいは保証料部分をご負担いただく場合がありま

すので、ご了承ください。ただし、資金使途によっては補給、助成されない場合もございます。

（※3）ＪＡバンク山梨の農業資金保証料助成事業により、保証料がゼロとなります。

（※4）保証料を一括前払いにて支払われた場合に対象といたします。

2025年2月1日時点ＪＡバンク山梨

大幅軽減

借入日から3年間の金利

JAクレイン：0554-20-8807 JAふえふき：055-267-6577 JA南アルプス市：055-283-7118

JAフルーツ山梨：0553-22-7707 JA山梨みらい：055-223-9633 JA梨北 ：0551-23-0020

商　品　概　要　は　裏　面　を　ご　覧　く　だ　さ　い
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担 保 ・必要に応じて設定させていただくことがございます

アグリマイティー資金　商品概要

ご 利 用 い た だ け る 方
・組合員（正組合員・准組合員）の方（個人・法人）

・または、当ＪＡが定めた農業者等の方

お 使 い み ち

・農業生産に直結する設備資金・運転資金

・農産物の加工・流通・販売に関する設備資金・運転資金

・地域の活性化・振興を支援するための設備資金・運転資金

・再生可能エネルギー利用の取組みを支援するための発電・蓄電設備取得資金

・既往資金の他金融機関等からの借換え資金

・自然災害等による農業経営の一時的な悪化に対応するための資金

お 借 入 金 額

・事業費の100％の範囲内

・再生可能エネルギー対応資金の上限は5千万円、災害資金の上限は5百万円までと

　なります

お 借 入 期 間

返 済 方 法

【長期資金】（元金均等返済および元利均等返済）

　原則15年以内（据置3年以内）

【短期資金】（元金均等返済および期日一括返済）

　1年以内

保 証

・原則として山梨県農業信用基金協会の保証をご利用いただきます

・法人の方は、必要に応じて代表者を連帯保証人とします

・法人の方以外でも、連帯保証人を求める場合があります

保 証 料 ・一括前払い・分割前払いのいずれかを選択いただけます

そ の 他

・お申込みに際しては、当ＪＡ、および原則として山梨県農業信用基金協会において

　所定の審査をさせていただきます

・審査の結果によっては、ご希望に沿いかねる場合もございますので、予めご了承

　ください

（※）各ＪＡの金利軽減条件は、お近くのＪＡ店舗までお問い合わせください。

（※）本資金の詳しい内容については、店頭に説明書をご用意しております。また店頭にて返済額の試算を承っております。

（※）審査の結果によっては、本資金利用のご希望に沿えない場合がございますのでご了承ください。

（※）本資金のご利用中に、繰上返済を行う場合や返済条件を変更する場合には、別途ＪＡ所定の手数料が必要となる場合があります。

ＪＡバンク山梨
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農業近代化資金

（※1）山梨県、公益財団法人農林水産長期金融協会（注）、ＪＡバンク・ＪＡバンク山梨による利子補給・利子助成制度により、

当初5年間金利が大幅軽減となります。（注）公益財団法人農林水産長期金融協会の助成を受けられる方には条件があります。

（※2）基準金利の変動や本利子補給および本保証料助成事業の予算枠等の状況に応じて、利息部分あるいは保証料部分をご負担いただ

く場合がありますので、ご了承ください。

（※3）ＪＡバンク山梨の農業資金保証料助成事業により、保証料がゼロとなります。

（※4）保証料を一括前払いにて支払われた場合に対象といたします。

0円

詳しくはお近くのＪＡまでお問い合わせください

借入日から5年間の金利 保証料負担（一括前払いの場合）

※1※2 ※2※3※4

認定農業者様向け
（目標地図に位置付けられた方または、

農地中間管理機構から農用地等を借り受けた農業者様）

農機具購入や果樹の改植など

幅広い資金使途に

ご利用いただけます

2025年2月1日～2026年1月31日

2025年2月1日時点ＪＡバンク山梨

金利負担

大幅軽減

JAクレイン：0554-20-8807 JAふえふき：055-267-6577 JA南アルプス市：055-283-7118

JAフルーツ山梨：0553-22-7707 JA山梨みらい：055-223-9633 JA梨北 ：0551-23-0020

商　品　概　要　は　裏　面　を　ご　覧　く　だ　さ　い- 4 -



個人

法人

担 保 上記の基金協会を利用されない場合は基本的に必要となります

審 査 回 答 最 短 期 間

（ 目 安 ）

1カ月半程度 1・2週間程度 1・2週間程度

（注）すべての必要書類をご用意いただけない場合は、上記期間内にご回答でき

　　　かねますのでご了承ください

お 借 入 期 間 15年以内（農機具等の場合は7年以内）

お 借 入 金 利 お近くのＪＡ店舗にお尋ねください

保 証 機 関 山梨県農業信用基金協会

76歳以上の方でも農業後継者

がいる方はお申込みいただけ

お 借 入 金 額

1,800万円以内
700万円以内

（青色申告者の方は1,000万円以内）
500万円以内

3,600万円以内

長 期 運 転 資 金 〇 × ×

ご

利

用

い

た

だ

け

る

方

資 格 要 件
認定農業者

その他担い手

認定農業者

その他担い手

認定農業者

（直近3カ年分の青色申告・

決算申告を実施している方）

年

齢

お 借 入 時 20歳以上 20歳以上 20歳以上

最 終

ご 返 済 時

76歳未満

果 樹 等 の

新 改 植 ・ 育 成
〇

土地の改良・造成 〇

家畜の購入・育成 〇 ×

80歳未満 76歳未満

農業近代化資金　商品概要

項 目

農業近代化資金

借入金が大きくなりそう！ 手続きを簡単にしたい！ 早くお金を借りたい！

通常融資 簡素化 クイック融資

お

使

い

み

ち

農 機 具 ・ 機 械 の

購 入 ・ 修 理
〇

ハ ウ ス の 建 築 ・

改 良 ・ 復 旧
〇

（※）本資金の詳しい内容については、店頭に説明書をご用意しております。また店頭にて返済額の試算を承っております。

（※）審査の結果によっては、本資金利用のご希望に沿えない場合がございますのでご了承ください。

（※）本資金のご利用中に、繰上返済を行う場合や返済条件を変更する場合には、別途ＪＡ所定の手数料が必要となる場合があります。

（※）ＪＡバンク山梨は、山梨県内ＪＡおよび山梨県信用農業協同組合連合会で構成するグループの名称です。

ＪＡバンク山梨

- 5 -



ＪＡバンク山梨 2025年2月1日時点

2025年2月1日～2026年1月31日

（※1）当初3年間の借入金利（固定金利）＝ 店頭表示金利 ー各ＪＡの軽減条件に応じた軽減率 ーＪＡバンク・ＪＡバンク山梨の利子補給率 ≧

0.6%（下限利率）

（※2）本利子補給および本保証料助成事業の予算枠等の状況に応じて、利息部分あるいは保証料部分をご負担いただく場合がありますので、

ご了承ください。

（※3）ＪＡバンク山梨の農業資金保証料助成事業により、保証料がゼロとなります。

（※4）保証料を一括前払いにて支払われた場合に対象といたします。

JAクレイン：0554-20-8807 JAふえふき：055-267-6577 JA南アルプス市：055-283-7118

JAフルーツ山梨：0553-22-7707 JA山梨みらい：055-223-9633 JA梨北 ：0551-23-0020

大幅軽減

0円
詳しくはお近くのＪＡまでお問い合わせください

保証料負担はずーっと

農機具購入

ハウス建設

ビニール張替等

にご利用いただけます！

※1※2

※2※3※4

借入日から3年間の金利

商　品　概　要　は　裏　面　を　ご　覧　く　だ　さ　い- 6 -



1,800万円以内（500万円を超える個人は青色申告を原則といたします）

審 査 回 答 最 短 期 間

（ 目 安 ）

1～2週間程度

（注）すべての必要書類をご用意いただけない場合は、上記期間内にご回答でき

　　　かねますのでご了承ください

お 借 入 金 利 お近くのＪＡ店舗にお尋ねください

保 証 機 関 山梨県農業信用基金協会

担 保 原則として担保の設定は行いません

お 借 入 期 間 1年以上10年以内（農機具等の場合は7年以内）

お 借 入 金 額

農機ハウスローン　商品概要
「土地の購入」・「運転資金」でのご利用はできません

ご

利

用

い

た

だ

け

る

方

資 格 要 件

・組合員（正組合員・准組合員）の方（個人・法人）

・農業を営んでいる方又は農業に従事している方

【個人】前年度税込み年収が150万円以上ある方

　　　　（自営業者の方は前年度税引前所得とします）

【法人等】原則として三期分の決算書及び事業計画・返済計画の提出が可能で、かつ

　　　　　原則として直近決算期において繰越欠損金を有しない方

年

齢

お 借 入 時 20歳以上

最終ご返済時 81歳未満（81歳以上の方でも農業後継者がいる方はお申込みいただけます）

（※）各ＪＡの金利軽減条件は、お近くのＪＡ店舗までお問い合わせください。

（※）本資金の詳しい内容については、店頭に説明書をご用意しております。また店頭にて返済額の試算を承っております。

（※）審査の結果によっては、本資金利用のご希望に沿えない場合がございますのでご了承ください。

（※）本資金のご利用中に、繰上返済を行う場合や返済条件を変更する場合には、別途ＪＡ所定の手数料が必要となる場合があります。

（※）ＪＡバンク山梨は、山梨県内ＪＡおよび山梨県信用農業協同組合連合会で構成するグループの名称です。

＼営農のための設備投資をご検討の方／

ＪＡバンク山梨
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JA災害緊急資金等特別融資
（アグリマイティー資金）

取扱期間：2025年4月1日(月)～2026年3月31日(月)

詳しくはお近くのＪＡまでお問い合わせください

商 品 概 要 は 裏 面 を ご 覧 く だ さ い

2025年4月1日時点

ご利用いただける方

ウクライナ情勢に伴う原油価格・物価高騰等により、
今年度中に購入した（予定）資材等の単価が前年度対比で
上昇している方

【農業経営者様向け（個人・法人）】

0％

お借入金利

0円

（※1）お借入金利(固定金利) ＝ 店頭表示金利0.75％ － JAバンクの利子補給率 0.75％
（※2）ＪＡバンクの「災害緊急特別対策利子補給事業」により、金利がゼロになります。
（※3）本利子補給事業および本保証料助成事業の予算枠等の状況に応じて、利息部分あるいは保

証料部分をご負担いただく場合がありますので、ご了承ください。
（※4）ＪＡバンクの「災害緊急特別対策保証料助成事業」により、保証料がゼロとなります。
（※5）保証料を一括前払いにて支払われた場合に対象といたします。

※1※2※3 ※3※4※5

保証料お借入金額

500
万円以内

ＪＡバンク山梨

JAクレイン：0554-20-8807 JAふえふき：055-267-6577 JA南アルプス市：055-283-7118
JAフルーツ山梨：0553-22-7707 JA山梨みらい：055-223-9633 JA梨北 ：0551-23-0020
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JA災害緊急資金等特別融資（アグリマイティー資金） 商品概要

ご利用いただける方

・ウクライナ情勢に伴う原油価格・物価高騰等の影響により、農業経営に
影響が発生していること等を当JAが確認できた方で、以下の①または②に
掲げる方。

①組合員（正組合員・准組合員）の方（個人・法人）
②当ＪＡが定めた農業者等の方

お 使 い み ち ・経営の維持安定を図るための資金であること

ご 融 資 方 法 ・証書貸付

お 借 入 金 額 ・500万円（所要額の範囲内）
※被害額を借入限度額とする。

お 借 入 期 間
返 済 方 法

・原則1年（据置なし、元金均等返済）
※ただし、被害状況等に応じて5年以内とする。

担 保 ・原則不要

保 証
・原則として山梨県農業信用基金協会の保証をご利用いただきます
・法人の方は、必要に応じて代表者を連帯保証人とします

保 証 料 ・一括前払いのみ（ご融資月の翌々月までに全額助成されます）

そ の 他

・お申込みに際しては、当ＪＡ、および山梨県農業信用基金協会において
所定の審査をさせていただきます
・審査の結果によっては、ご希望に沿いかねる場合もございますので、予
めご了承ください

（※）本資金の詳しい内容については、店頭に説明書をご用意しております。また店頭にて返済額の試算を承っております。
（※）審査の結果によっては、本資金利用のご希望に沿えない場合がございますのでご了承ください。
（※）本資金のご利用中に、繰上返済を行う場合や返済条件を変更する場合には、別途ＪＡ所定の手数料が必要となる場合があ

ります。
（※）利子補給対象期間終了時点で延滞がある場合は、利子補給の対象外となる場合があります。

ＪＡバンク山梨- 9 -
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ご利用いた
だ け る 方

山梨県内に住所または本社を有する農業者（個人・農業法人）で、農業協同組合員資格を有し、山梨県農
業信用基金協会（以下、「基金協会」という）の保証が得られる、次の条件を満たす方。

運転資金口 設備資金口

【農業者（個人）】

①３年以上農業を営んでいる方

②申込時の年齢が２０歳以上であり、完済時

の年齢が７６歳未満の方

③当行所定の審査基準を満たされる方

【農業法人】

①３年以上農業を営んでいる先

②当行所定の審査基準を満たされる先

【農業者（個人）】

①１年以上農業を営んでいる方

②前年度税込年収が１５０万円以上の方

③居住年数が１年以上である方

④申込時の年齢が２０歳以上であり、完済時

の年齢が７６歳未満の方

⑤当行所定の審査基準を満たされる方

【農業法人】

①１年以上農業を営んでいる先

②当行所定の審査基準を満たされる先

お使いみち 農業経営に必要な運転資金

①農機具（中古農機を含む）の購入

②農機具購入に付帯する諸費用

（点検・修理・車検等）

③パイプハウス等資材、建設資金

④格納庫建設資金

⑤借り換え資金（上記①、②に限る）

※農地購入、造成費用、加工施設建設については

ご利用いただけません。

ご融資金額 １，８００万円以内（１０万円単位）

ご融資期間
５年以内

※１年以内の元金据置がご利用いただけます

１年以上１０年以内

※１年以内の元金据置がご利用いただけます

ご融資利率
当行所定の変動金利

※「認定農業者」「エコファーマー認証取得者」の皆さまは、融資利率から年０．５％金利を優遇します。

ご返済方法

①元金一括返済（期間１年以内の場合）

②元金均等返済（元金の返済間隔は毎月、３か月毎、６か月毎、１２か月毎のいずれかとなります）

利息の返済間隔は毎月となります。

担 保 不要

保 証 人 ●農業者個人：不要 ●農業法人：代表者個人

保 証 料 ご融資の際に別途山梨県農業信用基金協会の保証料が必要となります。

※審査の結果、ご希望にそえない場合もございますので、あらかじめご了承ください。

◎詳しくは山梨中央銀行の窓口または担当者にお問い合わせください。

http://www.yamanashibank.co.jp/山梨中央銀行 担当（ ）

TEL
平成28年6月1日現在

商品のご案内

営28－10
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応募期間 ２０２５年５月７日（水）～ １０月３日（金） 

対 象 者 

２０２５年４月１日から２０２６年３月３１日 

までに、山梨県内で起業・創業を予定する、 

又は起業・創業した法人・個人 

起業・創業を支援する団体等 

助成内容 

２０２５年４月１日から２０２６年３月３１日

までに、山梨県内で起業・創業を予定する、又は

起業・創業した法人・個人に対して起業・創業に

係る費用 

山梨県内で起業・創業を支援する団

体等に対して起業・創業支援に係る

費用 

助成金額等 助成金額：１先あたり２００万円以内 ・ 助成予定先数：１３先 

 

 

 

 

 

 

 

  

２０２５年度助成事業・募集のお知らせ 

 

公益財団法人 山梨中銀地方創生基金 

公益財団法人山梨中銀地方創生基金では、地方創生に資する取り組みを行う企業・団体・個人等へ

の助成を通じて、地域社会の繁栄と地域経済の活性化に寄与することを目的に、２０２５年度助成事

業の助成先を募集します。 

助成を希望される方は募集要項にて詳細をご確認いただき、ご応募ください。募集要項は、当財団

ホームページ（http://www.yamanashi-chihousousei.or.jp）に掲載しております。  

公益財団法人 山梨中銀地方創生基金 事務局 

〒400-0016   山梨県甲府市武田２丁目９－４ 

URL  http://www.yamanashi-chihousousei.or.jp 

 TEL：０５５-２５５-６１０５  

 受付時間：月曜日～金曜日 9 時～17時 

（ただし、祝日・12 月 29 日～1月 3日は除きます） 

＜お問い合わせ先＞   

起業・創業に対する助成事業 

＜助成事業の概要＞   

 （裏面に続きます）  

●起業・創業に対する助成事業 

●地域産業資源を活用した事業又は地域経済活性化を図る活動 

●Ｕ・Ｉ・Ｊターンする個人に対する助成事業 

●技術等向上に取り組む個人に対する助成事業 

に対する助成事業 

 

 

２０２５年度助成事業 
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応募期間 ２０２５年５月７日（水）～８月１５日（金） 

対 象 者 
山梨県及びその周辺地域に本店又は主たる工場･事務所等を有し、山梨県の地域産業資

源を活用した事業又は地域経済活性化を図る活動を行う個人、団体及び中小企業等 

助成内容 
山梨県の地域産業資源を活用した事業に係る研究開発、製品化、販路開拓等の費用又

は地域経済活性化を図る活動に係る費用 

助成金額等 助成金額：１先あたり１００万円以内 ・ 助成予定先数：９先 

 

 

応募期間 ２０２５年５月７日（水）～１１月１４日（金） 

対 象 者 

２０２５年５月１日から２０２６年４月３０日までの間に、Ｕ･Ｉ･Ｊターンにより山

梨県内の中小企業等へ新たに就職（正規雇用者に限る）し、かつ、山梨県に居住する

個人（予定者を含む）。 なお、２０２４年１１月１６日以降に新たな就職先が決定し、

同日から２０２５年４月３０日までの間に就職された方を含みます。 

（注）山梨県内への住民票移動が必要となります。なお、住民票が山梨県内にあり山梨県外の大学等に在籍する方もご応募できます。 

助成内容 
山梨県内の地域社会繁栄又は地域経済活性化に寄与することを目的として、山梨県内

に就職、居住する個人（予定者を含む）に対して、就職や転居に係る費用等 

助成金額等 助成金額：１人あたり３０万円以内 ・ 助成予定人数：１０人  

 

 

応募期間 ２０２５年５月７日（水）～１１月１４日（金） 

対 象 者 
山梨県に居住し高度な技能・技術・知識向上に積極的に取り組み、将来、山梨県内に   

おいてこれらの成果を活用しようとする個人 

助成内容 
山梨県内の地域社会繁栄又は地域経済活性化への寄与を目的として、高度な技能・技

術・知識向上を図るための費用 

助成金額等 助成金額：１人あたり５０万円以内 ・ 助成予定人数：２人 

 

 

 

 

 

 

  

 

公益財団法人 山梨中銀地方創生基金 
＜助成事業の概要＞   

地域産業資源を活用した事業又は地域経済活性化を図る活動に対する助成事業 

Ｕ･Ｉ･Ｊターンする個人に対する助成事業 

技術等向上に取り組む個人に対する助成事業 

詳細は、募集要項でご確認ください。 

○助成金額：各事業に記載した助成金額を上限に審査により決定いたします。 

○助成予定先数（人数）：審査結果により増減する場合があります。 

○助成金使途：使途制限はありません。ただし、「起業・創業に対する助成事業」及び「地域産業資源を 

活用した事業又は地域経済活性化を図る活動に対する助成事業」については、役員報酬及 

び交際費を除きます。 

○応募方法： 応募申込書を当財団ホームページからダウンロードし必要事項を記載のうえ、電子メール

にて応募してください。(メールアドレス：yck@yamanashi-chihousousei.or.jp) 

       なお、添付資料（運転免許証写し・定款写し・返信用封筒等）は郵送してください。       

○選考方法： 当財団事務局が調査・検討した後、選考委員会において審査・選考を行い、理事会にて助 

成先を決定いたします。選考結果は、書面にて通知いたします。 

 
（2025 年 4月 1日現在） 

（注） 
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応募期間 ２０２５年５月７日（水）～１１月１４日（金） 

対 象 者 

２０２５年５月１日から２０２６年４月３０日までの間に、Ｕ･Ｉ･Ｊターンにより山梨県

内の中小企業等へ新たに就職（正規雇用者に限る）し、かつ、山梨県に居住する個人（予

定者を含む）。  なお、２０２４年１１月１６日以降に新たな就職先が決定し、同日か

ら２０２５年４月３０日までの間に就職された方を含みます。 

（注）山梨県内への住民票移動が必要となります。なお、住民票が山梨県内にあり山梨県外の大学等に在籍する方もご応募できます。 

助成内容 
山梨県内の地域社会繁栄又は地域経済活性化に寄与することを目的として、山梨県内に就

職、居住する個人（予定者を含む）に対して、就職や転居に係る費用等 

助成金額等 
助成金額：１人あたり３０万円以内（３０万円を上限に審査により決定いたします） 

助成予定人数：１０人（審査結果により増減する場合があります） 

 

公益財団法人山梨中銀地方創生基金では、Ｕ・Ｉ・Ｊターンにより山梨県内の中小企業等に就職し、

山梨県内に居住する個人への助成を行います。 

助成を希望される方は募集要項にて詳細をご確認いただき、ご応募ください。 

 募集要項は、当財団ホームページ（http://www.yamanashi-chihousousei.or.jp）に掲載しております。  

公益財団法人 山梨中銀地方創生基金 事務局 

〒400-0016  山梨県武田２丁目９－４ 

URL  http://www.yamanashi-chihousousei.or.jp 

 TEL：０５５-２５５-６１０５  

 受付時間：月曜日～金曜日 9 時～17時 

（ただし、祝日・12 月 29 日～1月 3日は除きます） 

＜お問い合わせ先＞   

公益財団法人 山梨中銀地方創生基金 

 

みなさまを応援します 

＜助成事業の概要＞   

Ｕ･Ｉ･Ｊターンする個人に対する助成事業 

詳細は、募集要項にてご確認ください。 

○助成金の使途：使途制限はありません。 

○応募方法：応募申込書を当財団ホームページからダウンロードし必要事項を記載のうえ、電子メールにて

応募してください。(メールアドレス：yck@yamanashi-chihousousei.or.jp) 

      なお、添付資料（運転免許証写し・内定通知書等写し・返信用封筒等）は郵送してください。 

○選考方法：当財団事務局が調査・検討した後、選考委員会において審査・選考を行い、理事会にて助成先

を決定いたします。選考結果は、書面にて通知いたします。 

当財団では、Ｕ・Ｉ・Ｊターンする個人への助成事業のほか、次の助成事業を行います。 

● 起業・創業に対する助成事業 

● 地域産業資源を活用した事業又は地域経済活性化を図る活動に対する助成事業 

● 技術等向上に取り組む個人に対する助成事業 

(2025 年 4月 1 日現在） 

山梨県へ 

（注） 
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パッケージの詳細は裏面をご参照ください

非財務情報可視化＆SDGs診断 + SDGs宣言書＆具体的アクションの提供＆伴走

こうしんSDGs応援パッケージ概要

ヒアリングシート・アンケートの設問に回答することで、貴社のSDGsスコア算出・診断を行います。
さらに診断結果を踏まえて、貴社のオリジナル「SDGs宣言書」を作成し、盾に入れてお渡しいたします。
また、診断結果を基に更なる取組強化に向けた具体策のご提案、推進ツールのご提供および取組支
援を実施させていただきます。

～“こうしん”だからできること～ SDGs強化３ステップ

特徴 その１ 特徴 その2
やまなしSDGs登録への認定ご支援が可能！ 具体的な取組ご支援でSDGs強化の取組ご

支援が可能！

➊現状分析 ❷取組計画 ❸実際の取組支援
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「こうしんSDGs応援パッケージ」
■ご利用料金 ￥110,000（税込）
※SXサーベイ・SXサーベイLITEは、㈱グローバルキャストが提供するサービスとなります。
※本パッケージに基づく上記利用は申込から1年間となります。

商品概要

サービス提供イメージ

診断レポートでご提示した“企業様の課題”について、
東京海上日動火災保険㈱が具体的な課題解決
策をご提案いたします。

④SDGs支援策提案

やまなしSDGs登録制度の
認定もサポート！

便利なツールの提供をはじめ、
具体的な取組みをサポート！

「SDGs行動宣言書」を作成支援し、ご提供します。

企業様のホームペー
ジや社内報にも掲載
することで、取引先・
社員・社員のご家族
にも、企業の将来や
今の姿を伝えることが
できます。

「環境」「社会・職場環境」「組織体制」「サステナブルな
取組」の4つの分野について、計40問の設問にご回答い
ただきます。

回答結果から「診断レポート」をご提示し、取組みが
進んでいる項目や課題があると考えられる項目を見え
る化します。

➀SDGs質問 ➁診断レポート（SXサーベイ）

➂SDGs行動宣言書
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詳しくは、けんみん信組の窓口または、営業係までお気軽にお問合わせください。 
山梨県民信用組合 検 索 

(平成 28 年 1 月 4 日現在) 
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以下の項目をすべて満たす個人の方
①営業店担当地区内において農業を営む方（兼業農家の方を含みます）
②貸付時年齢が満２０歳以上で完済時年齢が満７５歳未満の方

③業歴２年以上（２期連続した確定申告あり）で税金の滞納がない方

原則自由　　※ただし、当組合の旧債務の返済にはお使いいただけません。
　　　　　　　　※本商品および「あぐりパートナーズ」の借り換えは可能となります。

３００万円以内　（３０万円以上１万円単位）

固定金利・・・年４．２５％　/　変動金利・・・年３．９５％（年２回見直し）

５年以内　　※ただし、期日一括返済のご融資期間は１年以内とさせていただきます。

以下のいずれかから申込時にご選択いただきます。
証書貸付・・・①元利均等毎月返済　　②元金均等毎月返済　　③期日一括返済
　※なお、元金均等返済の場合に限り、収穫時期等に応じた返済周期の取扱が可能です。

担保・・・原則不要
保証人・・・原則１名以上　　※後継者、配偶者の方を保証人とすることも可能です。

①本人確認資料（運転免許証、パスポート、健康保険証等）
②所得確認資料（確定申告書、源泉徴収票）
③固定資産評価証明書
④納税証明書（住民税・固定資産税）
⑤見積書等（設備資金の場合）

以下の項目を全て満たす個人および法人の方
①営業店担当地区内において農業を営む個人および法人（兼業農家の方を含みます）
②貸付時年齢が満２０歳以上で完済時年齢が満７５歳未満の方

③業歴２年以上、２期連続した確定申告（個人）、決算（法人）がなされており、税金の滞納がない方
　（ただし、後継者として農業を継続して行う場合は前営農者の営農歴を考慮いたします。法人においては個人から
　　法人化した場合は個人の期間を考慮いたします）
④直近の農業売上高が３００万円以上の方
⑤【個人】直近の農業収入が総収入の過半を占める方
　 【法人】直近決算期の農業売上が総売上高の過半をしめる企業

農業に関する運転資金・設備資金　※ただし、当組合の旧債務の返済、不動産取得にはお使いいただけません。

５,０００万円以内　（５０万円以上１０万円単位）　　※運転資金は５００万円以内とさせていただきます。

手形貸付・・・年３．０５％　/　証書貸付・・・年２．７５％　（変動金利 年２回見直し）

　※認定農業者、エコファーマー認定者の方には融資利率を０．２０％優遇させていただきます。

運転資金・・・　５年以内　/　設備資金・・・１０年以内
　※設備資金は対象設備の耐用年数を上限とさせていただきます。　
　※手形貸付のご融資期間は１年以内とさせていただきます。
　※設備資金は融資期間の範囲内で１年以内に限り元金返済の据置を適用することが可能です。

手形貸付・・・一括返済
証書貸付・・・元利均等毎月返済　/　元金均等毎月返済
　※なお、元金均等返済の場合に限り、収穫時期等に応じた返済周期の取扱いも可能です。

担保・・・不動産担保　　※所有不動産とさせていただきます。
保証人・・・原則１名以上　　※法人の場合は代表者を保証人といたします。

①本人確認資料（運転免許証、パスポート、健康保険証等）
②所得がわかるもの　【個人】 確定申告書（２期分以上）　/　【法人】 決算書（２期分以上）
③納税証明書　【個人】 住民税・固定資産税　/　【法人】 県税に未納がないことの証明書
④担保確認資料 (注１)  （不動産登記簿謄本、固定資産評価証明書等）
⑤商業登記簿謄本、定款（法人の場合）
⑥見積書等（設備資金の場合）
注１：ご融資利率の優遇条件（認定農業者またはエコファーマー認定者）に該当することを確認できる資料

　　　　　　　平成２８年１月４日現在

申込時にご用意
いただくもの

ご利用いただける方

　詳しくは、けんみん信組の窓口または営業係までお問い合わせください。

担保・保証人

申込時にご用意
いただくもの

ご利用いただける方

お使いみち

ご融資金額

ご融資利率

お使いみち

　（ただし、お申込者が後継者である場合は、前営農者の営農歴を考慮いたします） 

　（ただし、後継者の方を連帯債務者もしくは連帯保証人とする場合は完済時年齢が満７５歳以上の方もご利用可能です）

　（ただし、後継者の方を連帯債務者もしくは連帯保証人とする場合は完済時年齢が満７５歳以上の方もご利用可能です）

ご融資期間

ご返済方法

担保・保証人

ご融資金額

ご融資利率

ご融資期間

ご返済方法

http://www.yamanashikenmin.shinkumi.jp/- 27 -
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認定農業者の自主性と創意工夫を

活かした経営改善を総合的に応援

する資金です。

スーパーＬ資金
［ 農業経営基盤強化資金 ］

農地等

取得のほか、改良・造成も対象となります。

農業経営改善計画の達成に必要な次の資金

ただし、経営改善資金計画を作成し、市町村を事務局とする特別融資制度推進会議の認定を受けた事業に限ります。

施設・機械

農産物の処理加工施設、店舗などの流通販売施設
も対象となります。

果樹・家畜等

購入費、新植・改植費用のほか、育成費も対象と
なります。

その他の経営費

規模拡大や設備投資などに伴って必要となる原材
料費、人件費などが対象となります。

経営の安定化

負債（公庫※資金以外の制度資金は除く）の整理
などが対象となります。

※公庫農林水産事業及び旧農林漁業金融公庫

法人への出資金

個人が法人に参加するために必要な出資金など
の支払いが対象となります。

資金の使いみち

認定農業者（農業経営改善計画を作成して市町村長等の認定を受けた個人・法人）

※なお、個人の場合、簿記記帳を行っていること、または今後簿記記帳を行うことが条件となります。

ご利用いただける方

（令和６年４月）

ご融資条件

． ％（融資期間 年の場合、 年 月 日現在）
※借入時の金利は金利情勢により変動します。最新の金利は、融資機関にご照会ください。

担保・保証人 ご相談の上、決めさせていただきます。

融資限度額 【個人】 ３億円（特認 ６億円）

【法人】１０億円 （特認２０億円 ［所定の要件を満たす場合３０億円］）
※１ 経営の安定化（公庫の融資に係る負債の整理を除く）については、上記金額の

５分の１に相当する額とし、かつ、本資金の他の貸付金残高との合計額が上記金
額を超えないものとします。

※２ 法人の場合、特認のご利用に際しては、民間金融機関からの資金調達などの要
件があります。

※３ ご融資の最低限度額は５０万円です。

償 還 期 限 ２５年以内（うち据置期間１０年以内）

金 利

：

：

：

：
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お気軽に窓口までご相談ください。

スーパーＬ資金は、認定農業者の自主性と創意工夫を活かした経営改善を総合的に応援する資金です。
施設・機械の取得や経営改善のための経営の安定など、次のような場合にご利用いただいています。

（令和６年４月）

融資事例

■ 審査の結果により、ご希望に沿えない場合がございます。
■ 上記以外にも資金をご利用いただくための要件等がございます。詳しくは、最寄りの日本政策金融公庫支
店農林水産事業までお問い合わせください。

ご留意いただきたい事項

登録免許税の特例措置（免除）［登録免許税法］

税制上の特例措置

債権者を日本政策金融公庫として（根）抵当権を設定する場合には、債権額の４／１０００の登録免許税が
全額免除されます（資本金５億円以上の普通法人を除く）。

資金の使いみち ご融資事例

施設・機械
家畜等

肉用牛肥育経営を営む認定農業者Ａ社は、子牛の安定確保とコスト削減を図るため、
一貫経営への転換を計画し、日本公庫に相談。繁殖牛１００頭の導入資金と牛舎の
増設にスーパーＬ資金を利用。

その他経営費
米の直売を行う認定農業者Ｂ社は、利益率の高い直売の割合を増加させ経営改善を
図るため、売れ筋のブレンド米の販売を計画し、日本公庫に相談。ブレンドする米
の仕入れ代、宣伝広告費などに充てるためスーパーＬ資金を利用。

経営の安定
（負債の整理）

認定農業者Ｃ社は、従前から生産方式合理化のための設備投資を計画していたが、
近年の大規模災害等の影響を受け、借入金が増加。現在も償還は続けているが、投
資に踏み切れない状況のため、日本公庫に相談。公庫とメイン行であるＸ銀行の支
援のもと、経営改善のための計画を策定し、計画達成までの間の定期的なフォロー
アップを前提に、メイン行からの追加融資を受けて生産方式合理化のための投資を
実施。併せて、既往公庫資金の償還負担を長期平準化するためスーパーＬ資金を利
用し、資金繰りを改善。

ご提出いただいた決算書等をもとに、企業経営診断手法（スコアリング手法）を活用し、１週間以内
に無担保・無保証人融資の適用可否を回答します。

クイック融資制度

対象となる方 企業経営診断手法（スコアリング手法）による判定が一定水準以上 など

対象となる事業
農地等、施設・機械、果樹・家畜等、その他の経営費、法人への出資金
※経営の安定化（負債の整理など）はクイック融資制度の対象となりません。

利用限度額 １回あたりのご融資額が５００万円以下

金利一覧はこちら 支店一覧はこちら
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青年等就農資金 
新たに農業経営にチャレンジする 

認定新規就農者を応援する無利子 

の資金です。 

 

ご利用いただける方 
 

認定新規就農者 

※市町村から青年等就農計画の認定を受けた個人・法人 

 

資金の使いみち 
 

青年等就農計画の達成に必要な次の資金 

ただし、経営改善資金計画を作成し、市町村を事務局とする特別融資制度推進会議の認定を受けた事業に限ります。 

施設・機械  果樹・家畜等 

農業生産用の施設・機械のほか、農産物の処理
加工施設や、販売施設も対象となります。 

 家畜の購入費、果樹や茶などの新植・改植費の
ほか、それぞれの育成費も対象となります。 

 

借地料などの一括支払い  その他の経営費 

農地の借地料や施設・機械のリース料などの
一括支払いなどが対象となります。 

※農地の取得費用は対象となりません。 

 
経営開始に伴って必要となる資材費などが対
象となります。 

 

 

ご融資条件 

融 資 期 間：１７年以内（うち据置期間５年以内） 

融 資 限 度 額：３，７００万円（特認１億円） 

       ※最低限度額は５０万円です。 

金    利：無利子（お借入の全期間にわたり無利子です） 

担 保：原則として、融資対象物件のみ 

保 証 人：原則として個人の場合は不要、法人の場合で必要な場合は代表者のみ 

 

 

 

（令和５年４月） 
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資金ご利用のイメージ 

会社員だったＡさん。就農相談会に参加したことを機に農業の魅力にひかれ、就農を決意。 

普及指導センターから紹介された受入農家で２年間の研修を受けた後、妻とともに就農。 

青年等就農計画の認定を受け、ハウス３０ａのイチゴ経営を目指す。 

（計画１年目）ハウス２０ａ建設、経営開始に必要な資材代等 

（計画３年目）ハウス１０ａの増設、規模拡大に必要な資材代等） ←青年等就農資金を利用 

（計画５年目）イチゴ直売所の設置 

   ： 

（計画期間満了後）認定農業者となり、更なる経営発展を目指す ← スーパーＬ資金等を利用 

 

農地等の取得にご利用いただける資金 

認定新規就農者の方が農地等を取得される場合には、経営体育成強化資金（有利子）をご利用いただけ

ます。 

ご利用条件等 
借入額が１，０００万円以下の場合 

①融資率１００％ ②償還期限２５年以内（うち据置期間５年以内） 

 

就農準備と資金のご利用にあたっては、地域の相談窓口が皆さまを応援します 

◆新たに就農（農業経営の開始）を希望される方には、農地・資金・技術習得など就農に向けたお役立ち情報
を提供するほか、研修など就農に向けた準備や青年等就農計画の作成をスムーズに進められるよう、地域の
相談窓口が皆さまをサポートします。 

◆事業の具体的な内容や収支の内容を記載する経営改善資金計画の作成にあたって、都道府県（普及指導センター）
等の地域の機関が、お手伝いします。 

【ご相談窓ロ】：市町村、都道府県（普及指導センター）、都道府県青年農業者等育成センター等のほか最
寄りの窓口機関（日本公庫・農協・銀行等）でも相談を受け付けます。 

 

ご留意いただきたい事項 

■国の補助金を財源に含む補助事業（事業負担金を含む）は、本資金の対象となりません。ただし、融資残補助
事業や経営発展支援事業は対象となります。 

■審査の結果により、ご希望に沿えない場合がございます。 

■本資金は、毎年度国の予算の範囲内で実施されるものであるため取扱額に限りがあり、ご
融資の実行時期によっては、ご希望に沿えない場合がございます。 

■上記以外にも資金をご利用いただくための要件等がございます。詳しくは、最寄りの日本
政策金融公庫支店農林水産事業までお問い合わせください。 

■右記から「新規就農・農業参入支援」ウェブサイトもご利用ください。ウェブサイトの右下に
は、チャットボットによる自動応答もありますので、ご活用ください。 

お気軽に窓口までご相談ください。 

支店一覧はこちら 

 
https://www.jfc.go.jp/ 
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農林漁業 

セーフティネット資金(農業) 

災害や社会的・経済的な環境の変

化の影響を受けた方の資金繰りを

支援する資金です。 

 

ご利用いただける方 
 

１ 認定農業者   農業経営改善計画を作成して市町村長等の認定を受けた個人・法人 

２ 認定新規就農者 青年等就農計画を作成して市町村長の認定を受けた個人・法人 

３ 主業農業者   （個人）農業所得が総所得の過半を占める、または農業粗収益が２００万円以上の個人 

         （法人）農業売上高が総売上高の過半を占める、または農業売上高が１，０００万円以 

             上の法人 

４ その他      農業経営開始後３年以内の者・集落営農組織 等 

ご利用いただける要件 

「ご利用いただける方」が、以下のいずれかに該当する場合にご利用いただけます。 
 

災害   行政指導 
災害（台風、冷害、干ばつ、地震等）の被害 
を受けた。 

 ＢＳＥや鳥インフルエンザ等の発生に伴う家畜
の殺処分や、畜産物の移動制限を受けた。 

 

社会的または経済的環境の変化による経営状況の悪化 
①最近の決算期における粗収益が前期に比し１０％以上減少している。 

②最近の決算期における所得率または純利益額が前期に比し悪化している。 

③最近の決算期における所得の赤字幅が前期に比し縮小したものの、依然として赤字が生じている。 

④前期の決算期において所得で赤字が生じており、最近の決算期において所得が黒字化したものの、２

期合計で赤字である。 

⑤前期の決算期において所得で赤字が生じており、最近の決算期において所得が黒字化したものの、債

務償還可能年数（長期負債÷（純利益額＋減価償却費））が２０年以上である。 

⑥売掛金等債権の回収条件、買掛金等債務の支払条件その他の取引条件の悪化が生じている。 

⑦一時的な農産物価格の低下や資材価格の高騰等社会的な要因により経営に著しい支障を来している

（ただし農業経営に著しい影響を及ぼすとして主務省が指定した事象に限る）。 

⑧感染症の影響により資金繰りに支障を来している（ただし農業経営に著しい影響を及ぼすとして主務

省が指定した感染症等に限る）。 

⑨取引先金融機関の業務停止命令や、貸し渋り等の影響を受け、資金調達に支障を来している。 

⑩取引先の倒産により、農産物の販売や資材の仕入れ等に支障を来している。 

 

ご融資条件 

資金の使いみち：経営の安定を図るのに必要な資金 

融 資 期 間：１５年以内（うち据置期間３年以内） 

融 資 限 度 額：一般  ６００万円 

特認 年間経営費等の６/１２以内（簿記記帳を行っており特に必要と認められる場合） 

※最低限度額は設けておりません。 

担 保 ・ 保 証 人：ご相談の上、決めさせていただきます。 

金     利： . ％（融資期間 年の場合、 年  月 日現在） 

※借入時の金利は、金融情勢により変動します。最新の金利は融資機関にご照会ください。 
 
 

(令和６年４月) 
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ご融資事例 
 

次のような場合に農林漁業セーフティネット資金をご利用いただいています。 

経営継続のための資金繰りをサポート（ご融資先：酪農を営むＡさん） 
 

ご融資前 

搾乳牛５０頭規模の酪農を営むＡさんは、飼料価格の高騰と乳価の低迷の影

響を受けて、運転資金が不足する状態となった。 

この結果、初妊牛購入のための運転資金が確保できず、搾乳頭数の減少によ

り経営規模が縮小し、今年の農業粗収益は３，６００万円と前年から４００

万円の減少となった。 

ご融資後 

Ａさんは、農林漁業セーフティネット資金３００万円を借り入れし、初妊牛

の購入にあて、経営規模を回復した。 

なお、この３００万円の返済期聞は５年間と長期であり、当面の資金繰りの

安定が図られる見込みである。 

 

災害による経営の立て直しを支援（ご融資先：施設野菜を営むＢ社） 

ご融資前 

施設野菜を営むＢ社は、昨年の秋の台風で、一部ビニールハウスが倒壊する

被害を受けた。 

Ｂ社はハウストマトの周年出荷を行っており、販売先への継続出荷のために

も、ビニールハウスの早期修復が不可欠であった。 

ご融資後 

Ｂ社はビニールハウスの修繕を早期に実施したものの、これにより肥料の購

入等に充てるための運転資金が不足。農林漁業セーフティネット資金の特認限

度額を利用し、年間経営費の１２分の３となる１，０００万円を借り入れた(※)。 

この結果、Ｂ社の資金繰りは安定。販売先への継続出荷を滞りなく行うこと

ができたため、今期も前期並の売上が確保できる見込みである。 

※災害を原因として農林漁業セーフティネット資金をご利用いただく場合には、市町村長が発行する「被災証明書」等が必要です。 

 

 

ご留意いただきたい事項 
 

■審査の結果により、ご希望に沿えない場合がございます。 

■上記以外にも資金をご利用いただくための要件等がございます。詳しくは、最寄りの日本政策金融

公庫支店農林水産事業までお問い合わせください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

お気軽に窓口までご相談ください。 

 

https://www.jfc.go.jp/ 

金利一覧はこちら 支店一覧はこちら 

- 33 -



 

 

経営体育成強化資金 
意欲と能力をもって農業を営む方 

の前向き投資や償還負担の軽減を 

支援する資金です。 

 

ご利用いただける方 
 

１ 主業農業者    （個人）農業所得が総所得の過半を占める、または農業粗収益が２００万円以上であっ

て、青壮年の家族農業従事者がいること等の一定の要件を満たす個人 

             （法人）農業売上高が総売上高の過半を占める、または農業売上高が１，０００万円              

以上であって、常時従事者の構成員がいる法人 

２ 認定新規就農者   青年等就農計画を作成して市町村長の認定を受けた個人・法人 

３ その他      農業参入法人・集落営農組織 等 

 
資金の使いみち 

 

経営改善資金計画または経営改善計画に基づいて行う農業経営の改善を図るために必要な資金 

前向き投資 

農地等  施設・機械 

取得のほか、改良・造成も対象となります。 
 

 農産物の生産、流通、加工、販売などに必要な
施設・機械などが対象となります。 

 

家畜・果樹等  利用料の一括支払い等 

購入費、新植・改植費用のほか、育成費も対象
となります。 

 農地の利用権を取得する場合における権利金
などの一括支払い等が対象となります。 

償還負担の軽減 

再建整備  償還円滑化 
農地等の取得・改良・造成や、農業経営に必要
な資材・施設などの取得・設置のために生じた
負債（制度資金等を除く）の整理に必要な資金
が対象になります。 

 既往借入金等の負債（制度資金、土地改良事業
負担金など）に係る支払いの負担を軽減する
ために、経営改善計画期間中の当該負債の支
払いに必要な資金が対象になります。 

ご融資条件 

融 資 期 間：２５年以内（うち据置期間３年以内） 

融 資 限 度 額：①～③の範囲内でかつその合計額が個人１億５，０００万円、法人・団体５億円以内  

①前向き投資  負担額の８０％ 

       ②再建整備   個人 １，０００万円（特認１，７５０万円、特定２，５００万円） 
               法人 ４，０００万円 

       ③償還円滑化  経営改善計画期間中の５年間（特認の場合１０年間）において支払われる 
               既往借入金等に係る負債の各年の支払金の合計額に相当する額  
       ※最低限度額は５０万円です（ただし再建整備・償還円滑化を除く）。 

金    利： .  ％（農地等を取得する場合は . ％、  年 月 日現在） 

       ※借入時の金利は金融情勢により変動します。最新の金利は、融資機関にご照会ください。 

担保・保証人：ご相談の上、決めさせていただきます。  

 

 

（令和５年４月）  
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新たに農業に参入する企業を応援します 

一般の株式会社等が新たに農業に参入する際に必要となる農業用施設や機械の導入などの

初期投資に対しても、経営体育成強化資金がご利用いただけます。 

ご利用いただける方 

農業を営む法人であって次の要件を満たす方 

① 農業経営開始後、決算期を２期終えていないこと  

② ５年以内に農業経営改善計画※１の認定を受ける計画を有していること  

③ 経営改善資金計画について特別融資制度推進会議※２の認定を受けていること 

※１ 農業経営改善計画とは、農業者自らが概ね５年後を目標として作成する経営改善のための取り組みに向けての計画であり、

農業経営基盤強化促進法に定められています。なお、この農業経営改善計画を市町村等に提出し、市町村長等の認定を受けた

場合には、認定農業者となり、国等の農業施策に関する支援措置を重点的に受けることができます。 

※２ 特別融資制度推進会議とは、認定農業者が農業経営改善計画に基づき農業経営基盤強化資金（スーパーＬ資金）等の制度

資金を借入れようとする際に作成する経営改善資金計画に対し、収支計画の達成可能性や市町村の農業施策との整合性等

について審査を行う、市町村を始めとする関係機関から構成される合議体のことです。 

ご融資条件 

融 資 期 間：２５年以内（うち据置期間３年以内）  

融 資 限 度 額：負担額の８０％と１億５，０００万円のいずれか低い額。 

       ※資金の使いみちによってご融資の最低限度額が異なります。 

金    利：借入時の金利は金融情勢により変動します。最新の金利は融資機関にご照会ください。  

担保・保証人：ご相談の上、決めさせていただきます。  

ご融資事例                【参入事例：漬物製造業者】  
 

事業目的 

Ａ社はもともと国産の有機野菜を原料に使用する漬物製造業者であったが、

昨今の消費者の食品の安全性に対する意識の高まりを受け、原料野菜へのこ

だわりを強化しようとしていた。  

Ａ社は農業生産法人を設立して新たに農業に参入し、有機・無農薬野菜を専

門に生産する農場を開設した。安全・安心な野菜を原料とする漬物を消費者

に安定的に届けることが可能になったほか、農場開設によるＰＲ効果により、

Ａ社本体の売上増加にもつながる計画である。  

事業内容 パイプハウス設置、一次処理加工施設（カット）・保管貯蔵施設の建設  

事 業 費 ３億２，０００万円（うち経営体育成強化資金１億円、ご融資率３１％） 

 

ご留意いただきたい事項 

■審査の結果により、ご希望に沿えない場合がございます。 

■上記以外にも資金をご利用いただくための要件等がございます。詳しくは、最寄りの日本政策金融
公庫支店農林水産事業までお問い合わせください。 

 

 

お気軽に窓口までご相談ください。 

支店一覧はこちら 

 
https://www.jfc.go.jp/ 

金利一覧はこちら 
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（令和６年４月）

１ 農林漁業バイオ燃料法の認定を受けた農業者等（認定計画に掲げる事業に取り組む方）

２ 米穀新用途利用促進法の認定を受けた生産者等（認定計画に掲げる事業に取り組む方）

３ 六次産業化法の認定を受けた農業者等（認定計画に掲げる事業に取り組む方）

４ みどりの食料システム法の認定を受けた農業者等（認定計画に掲げる事業に取り組む方）

生産・加工・販売の新部門の開始など

新たな取組みを応援する無利子の資金

です。

施設・機械
農業生産用の施設・機械のほか、農産物の
処理加工施設や販売施設も対象となります。

農業改良措置に関する計画（※）の実施に必要な次の資金

※ 農業改良措置の内容について都道府県知事から認定を受けた経営改善資金計画。ただし、４
に掲げる方については、都道府県知事から認定を受けた（特定）環境負荷低減事業活動実施計
画（農業改良措置に関する部分に限ります。）。

家畜・果樹等
家畜の購入費、果樹や茶などの新植・改植
費のほか、それぞれの育成費も対象となり
ます。

農地の利用権の取得等
農地の利用権や農業用施設・機械の賃借料
などの一括支払いなどが対象となります。

※農地等の取得費用は対象となりません。

品種の転換や特別の費用
品種の転換や営業権の取得、研究開発に必
要な資金などが対象となります。

需要の開拓
需要を開拓するための調査費用、通信・情
報処理機材の取得などが対象となります。

その他の経営費
農業改良措置の導入に必要な資材費、雇用
労賃などの初度的な経営費が対象となりま
す。

〔農業改良措置の要件〕次のいずれかに該当することが必要です。

・ 新たな農業部門の開始（従来取り扱っていない作目、品種への進出）

・ 新たな加工事業の開始

・ 農産物または加工品の新たな生産方式の導入（新たな技術・取組みを導入して品質・収量の
向上および（※）コスト・労働力の削減を目指す場合）

※ ４に掲げる方については、「および」を「または」に読み替えます。

・ 農産物または加工品の新たな販売方式の導入- 36 -
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支店一覧はこちら

■国の補助金を財源に含む補助事業（事業負担金を含む）は、本資金の対象となりません。

■審査の結果により、ご希望に沿えない場合がございます。

■上記以外にも資金をご利用いただくための要件等がございます。詳しくは、最寄りの日本
政策金融公庫支店農林水産事業までお問い合わせください。

（令和６年４月）

無 利 子（お借入の全期間にわたり無利子です）金 利

担保・保証人

：

ご相談の上、決めさせていただきます。：

融資限度額 ：【個 人】５，０００万円

【法人・団体】１億５，０００万円

※ ご融資の最低限度額は５０万円です。

償 還 期 限 12年以内（うち据置期間３年以内）

ただし、次のいずれかに該当する場合は据置期間５年以内

①振興山村、過疎地域、中山間地域などの特定の地域で事業を実施する場合

②上記「ご利用いただける方」の３に該当する場合

：
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お問い合わせ先 

 

○ この冊子について 

関東農政局 山梨県拠点 地方参事官室 

電話：０５５－２５４－６０５５ 

 

○ JAバンク山梨の商品・サービスについて 

各リーフレットに記載の最寄りの JA及び JA山梨信連食農法人営業部までお問

い合わせください 

 

〇株式会社 山梨中央銀行の商品・サービスについて 

株式会社 山梨中央銀行 コンサルティング営業部 コンサルティング営業室 

電話：０５５－２２４－１５４１ 

※ 最寄りの支店へのお問い合わせが便利です 

 

○ 甲府信用金庫の商品・サービスについて 

甲府信用金庫 営業統括部 営業支援課 

電話：０５５－２２２－０３２４ 

※ 最寄りの支店へのお問い合わせが便利です 

 

○ 山梨県民信用組合の商品・サービスについて 

山梨県民信用組合 営業統括部 

電話：０５５－２２０－７８２１ 

※ 最寄りの支店へのお問い合わせが便利です 

 

○ 株式会社 日本政策金融公庫の商品・サービスについて 

株式会社 日本政策金融公庫 甲府支店 農林水産事業 

電話：０５５－２２８－２１８２ 
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